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研究成果の概要（和文）：本研究は企業活動のグローバル化が日本企業の非正規雇用増加にいかなるメカニズムでかか
わっているかを理論とデータ分析で明らかにすることを目的とした。企業がなぜ正規雇用と非正規雇用を混ぜて採用す
るのかは、労働者の解雇コストと正規雇用者の人的資本投資による生産性の増加と、企業売り上げの不確実性がグロー
バリゼーションで増加したことのトレードオフで理論的には説明ができた。しかし、実際のデータ分析をみると、企業
の輸出比率と非正規雇用比率との間には逆の相関が見られ、理論モデルで提示したロジック以外の要因が働いているこ
とが推察された。

研究成果の概要（英文）：This research tries to understand the mechanism behind the rise in temporary 
worker employment among Japanese firms that faces globalization. The analysis is conducted in theory and 
data. Theoretical prediction emphasizes importance of trade-off between costs of firing (by the firms) 
and human capital investment (by the employees) among permanent workers and revenue volatility caused by 
globalization of firm activities. However, the data analysis does not support the logic of our 
theoretical model. The data suggests that there is a negative correlation between export activities of 
firms and the ratio of temporary worker employment.

研究分野：国際貿易
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１．研究開始当初の背景 
(1). 日本企業は円高や輸送コスト、通信コス
ト、貿易障壁などの減少を通じて、輸出や対
外直接投資などのグローバル化を推し進め
てきた。経済のグローバル化の進展によって、
日本が優れた技術を持つ産業(自動車やエレ
クトロニクス、産業機械など)の製品は日本国
内のみならず、海外でも需要され、それらの
諸外国への輸出が国内総生産（GDP）の成長
（あるいは不況による落ち込みの緩和）に大
きな役割を果たしてきたことは否めない。 
(2). 一方、日本における雇用は伝統的な終身
雇用、年功序列の形態から大きく変化してき
た。次第に成果主義や実力主義などが取り入
れられ、バブル経済崩壊後の不景気とも相ま
って、日本でも以前ほどの終身雇用の保障は
自明のものではなくなってきている。特に、
2004 年からの派遣法改正で製造業などでも
派遣労働者の雇用が増え、伝統的な終身雇用
などが当てはまらないパートや派遣などの
「非正規」の従業者は産業全体で増加した。
事実1996年から2008年までの間に日本の雇
用全体に占める非正規雇用比率は 25％以下
から 33％以上へと増大している。すなわち、
今や日本の労働者の３人に１人以上が派遣
やパートなどの非正規雇用である。そして、
2008 年のリーマンショック以降の景気悪化
局面においては、「派遣切り」や「雇い止め」
の社会問題がマスコミを賑わした。 
(3). そもそも、「派遣」などの「非正規労働
者」の雇用が増加した(1/4⇒1/3)背景には、「失
われた１０年」あたりからの景気悪化に対応
して、産業界が人件費の削減(雇用のフレキシ
ビリティ増加によるコストの削減）をすすめ
てきた結果がある。メディアなどでは、急速
なグローバリゼーションにより、国際的な低
価格競争にさらされた日本企業は、生き残り
をかけて低コスト体質を志向し、その結果と
してよりフレキシブル(柔軟）な労働コストを
めざし、派遣労働法の改正と相まって、非正
規雇用を増やしてきたと考えられている。 
(4). しかしながら、どのようなタイプの企業
で、あるいは、いかなる産業の企業で非正規
の雇用が増えてきたのか、グローバリゼーシ
ョンは本当に非正規雇用の増加と関係があ
るのかは、これまでほとんど分析されてこな
かった。非正規雇用に関する分析は労働経済
学者によってなされた Ono-Sullivan 2010, 
Ariga et al 2008, Genda 2008a,b, 
Kanbayashi and Ariga 2008, 
Chuma-Higuchi 1995など、いくつかの研究
が存在する。しかしながらこれらの研究では
産業レベルでの正規雇用と非正規雇用の比
率などの分析はあるが、企業のグローバル化、
輸出や対外直接投資などがどのようにして
非正規（あるいは有期雇用）の増加に関わっ
てくるかを考慮されてはいない。 
(5). また、国際貿易の分野では、ここ数年、
労働経済学との融合分野の分析が盛んにな
っている。たとえば、Cunat and Melitz 2009

は労働市場のフレキシブルさの違いが比較
優位、すなわち、貿易方向性を決めることを
導いている。この論文では国によって異なる、
「雇用コスト、解雇コスト、すでに働いてい
る労働者の勤労時間をどれほど簡単に変え
られるかどうか」などの「労働法制度の硬直
性の違い」が比較優位の源泉となることを理
論と実証の両面で見ている。 
(6). Cunat and Melitz 2009はちょうど本研
究プロジェクトと逆のロジックを用いてい
る。本プロジェクトは、貿易などのグローバ
ル化が個別企業の労働者雇用のフレキシビ
リティ（非正規雇用の比率を増やすことによ
る）増加とどのように関わるかを見るもので
あるのに対して、Cunat and Melitz 2009で
は国ごとの労働市場のフレキシビリティが
どのように貿易を生み出しているかを分析
している。 
(7). また、そのほかにもHelpman, Itskhoki 
and Redding (2009, 2010)や Helpman and 
Itskhoki (2009)などの一連の研究では、貿易
などのグローバル化が国内の労働市場にい
かなる影響を与えているのかを分析してい
るが、これらの研究は主として、貿易が失業
や所得分配の問題にどのような影響を与え
るのかを、企業と労働者の両方が異質的であ
る(heterogeneous)場合の労働市場の分析を
サーチ及びマッチングモデル(昨年のノーベ
ル賞受賞ダイアモンド氏らの業績の応用)を
用いて行っている。現時点での彼らの分析に
は、正規雇用と非正規雇用に対して貿易がど
のような影響を与えるかという視点は組み
込まれていない。 
(8). このように最近の国際貿易の分野でも
労働経済学的との融合分野の分析は増えて
きているが、現時点では本研究プロジェクト
のテーマである、グローバル化が企業の正
規・非正規雇用の増減にどのように関わって
くるのかを分析した文献は現時点ではほと
んど存在しない。 
(9). それにも関わらず、我が国ではリーマン
ショック後の世界同時大不況のなかで、非正
規雇用に対する「雇いどめ」問題などが重要
な政策上の問題として持ち上がっており、こ
のようなトピックでの研究によって実際の
世の中で起こっていることを学術的に理解
することは重要であると思われる。 
 
２．研究の目的 
(1). 本研究は企業活動のグローバリゼーシ
ョン化が日本企業の非正規雇用の増加にど
のようなメカニズムで関わっているのかを、
理論モデルと計量経済モデルの分析で明ら
かにしていくことを目的とした。具体的には、
企業がなぜ正規雇用と非正規雇用の従事者
を混ぜて採用するかを、労働者の解雇コスト
と企業の売り上げの不確実性という観点と、
企業における人的資本投資という観点から
のトレードオフを用いて説明を試みた。 
(2). 理論モデル上では、正規労働者の解雇コ



ストが高い場合には企業はなるべく生産量
の調整を正規雇用労働者の数を調整するこ
とで不確実性に対応したいとは思わないだ
ろう。その一方で、長期間雇用する正規労働
者には企業は人的資本投資のコストも支払
うことになる。グローバル化によって売上や
利益の不確実性が高まる場合には、これらの
高コストな正規雇用の労働者比率を減らす
インセンティブがあるのではないか、とわれ
われは考えた。 
(3). 特に、データの上では、どのような企業
特性が非正規の雇用を増やすのか、たとえば、
企業の輸出が増えると非正規雇用比率を上
げるのか、それとも下げるのかなどの分析を
理論モデルとデータの実証とで検証するこ
とを目的とした。 
 
３．研究の方法 
本研究においては、まず理論モデルの構築を
主たる目的とするので、既存文献の調査と理
論モデル作成、学会や研究会などでの研究発
表と、発表によるフィードバックを受けた後
論文の執筆、雑誌への論文投稿という形をと
る。本研究費で購入したパソコンは学会発表
などでのスライド作成・修正および論文執
筆・修正用として用いた。また、学生バイト
の助けを借りて既存文献の入手および整理
を行った。これらをもとに、文献の読み込み
とまとめを代表者が行い、理論モデルを構築
した。ある程度の形になったところで論文の
初稿を執筆したものをもとに国内外の学会
にて発表を行った。そこでのフィードバック
をもとにしてさらにモデルの改訂及び論文
自体の修正を行っていった。 
 
４．研究成果 
本研究は企業活動のグローバル化が日本企
業の非正規雇用増加にいかなるメカニズム
でかかわっているかを理論とデータ分析で
明らかにすることを目的とした。企業がなぜ
正規雇用と非正規雇用を混ぜて採用するの
かは、労働者の解雇コストと正規雇用者の人
的資本投資による生産性の増加と、企業売り
上げや利益の不確実性がグローバリゼーシ
ョンで増加したことのトレードオフで理論
的には説明ができた。しかし、実際のデータ
分析をみると、企業の輸出比率と非正規雇用
比率との間には逆の相関が見られ、理論モデ
ルで提示したロジック以外の要因が働いて
いることが推察された。 
グローバル化は売り上げや利益のボラティ
リティを上昇させることが広く知られてい
る。 
一方、正規雇用労働者の解雇コストが高いと
いうことは、ボラティリティに対応して生産
量の調整を行うときに、正規雇用者を解雇し
て対応することはコストが高くなることを
意味する。 
したがって、グローバル化の進んだ企業は売
り上げなどの変動に対応するためには非正

規雇用の比率を増加させるのではないかと
理論モデルでは予想される。 
その一方で、人的資本投資に関しては長期に
同じ企業で働くことが期待される正規雇用
労働者に対してより多く行うことが考えら
れる。人的資本投資を行った結果、スキル労
働者になるのだとすると、日本のようにスキ
ル労働者を集約的に投入する産業に比較優
位のある国は、グローバル化をすると、輸出
や海外投資の多い企業がよりスキルを重視
することも考えられる。そうすると、グロー
バル化の進んだ企業ほど、正規雇用者を雇う
インセンティブが高まるために、解雇コスト
との比較で言うと、逆方向のインセンティブ
が高まることになる。 
このように、正規労働者の解雇コストの問題
と、正規労働者への人的資本投資の問題はト
レードオフの関係があることが、理論モデル
の構築によって明らかになった。 
今回のデータ結果はおそらくこの逆方向の
影響がより強く出てしまったのではないか
と推察される。 
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